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＊　この習作は，元来ホッチェヴァール『ヘーゲルとプロイセン国家』（法政大学出版局，1982年）の
解題，および，単位修得論文「ヘーゲルにおける市民的ゲマインヴェーゼンの論理」（『批判的理性の
社会哲学』，法政大学出版局，1996年，所収。初出：『思想』，第632号，岩波書店，1977年）の補論
として書かれたものである。紙幅の関係で当時は公表できず，そのまま29年間書架のなかで眠って
いた。
今回公表する理由は，二つある。一つは，上記翻訳に対する批評のなかで，筆者のラント法理解を
問うもの，歴史的自然法概念に対する形容矛盾という批判があったため，それに対する筆者の考えを
明らかにすべきであると考えたことである。特に，後者に関しては，この造語によって筆者は，18
～19世紀ドイツの思想史を捉える一つの枠組みを提起したつもりであるが，決して通説的な自然法
理解（例えば，Karl-Heinz Ilting: Naturrecht, in: Brunner/Conze/Koselleck（hrsg.）: Geschichtliche 
Grundbegriffe, Stuttgart 1978, Bd. 4, S. 245-313）を否定ないし無視しているわけではない。今日と
なってはきわめて不充分な内容であるが，筆者の問題提起を受け止めていただく一助となれば幸いで
ある。二つ目には，死産とするには忍びない「我が子」に日の目を見させたいという「親心」である
（なお，本研究ノートでは加筆修正はなく，人名など明確な誤りのみを正した）。
また，スヴァレツ（Carl Gottlieb Svarez  1746−1798）の簡略な伝記については，次を参照。①
Allgemeine Deutsche Biographie（Neudruck der ersten Auflage von 1894）, Bd.37, Berlin 1971, S.247
−256, ②Brockhaus Enzyklopädie, Bd.21, Mannheim 1993 , S. 503.
最後に，筆者の判読しがたい手書き原稿のほとんどを清書してくれたゼミ３年生，峯岸麻衣さん，
ありがとう。
（2007・4・22　アース・デイ）
Ⅰ　はじめに
プロイセン国家一般ラント法（1794年）（１）は，自然法的思想（人間理性の支配，万人の自然権，
社会契約）とプロイセン絶対主義を「和解」させる試みであった。この自然法の歴史化，そこから
生ずる諸矛盾は，多かれ少なかれ，18世紀から19世紀にかけての諸々の思想的営為を貫いている。
ザヴィニーが体系化した歴史法学派も，カントからヘーゲルに至るドイツ古典哲学も然りである。
人間理性と現実という絶対的両極の緊張状態に身を置きながら，両者を媒介しようとする努力がそ
こには存在する（もちろん「和解」の形態は様々であって，その形態の差異こそが各々を独自な歴
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史的思惟としているのである）。
この視点から，ヘーゲルの『法哲学』およびシュタイン=ハルデンベルク改革の思想的原型とさ
れる一般ラント法を考察するとき，そこにはいかなる「和解」の形態があるのであろうか？とくに
この歴史的自然法の中で社会編制と国家編制はいかなる構造と関係をもっているのであろうか？
（1）   プロイセン諸国家一般ラント法（Allgemeines Landrecht für die preussischen Staaten. 以下，
Allgemeines Landrecht für die preussischen Staaten von 1794, Alfred Metzner Verlag, 1970に依
り，ALRとして引用する）の成立史について，行論に必要と思われるかぎりで，簡略に述べて
おく。
コンラートによれば，一般ラント法成立史は，前史と本史（二期）に分けられる（H. Conrad: 
Die geistigen Grundlagen des Allgemeinen Landrechts für die preussischen Staaten von 1794, 
Westdeutsher Verlag, 1958, S. 12ff.）。1714年７月のフリードリヒ・ヴィルヘルムⅠ世による，
マルク・ブランデンブルク・ラント法編纂をハレ大学法学部に命じた前史。これは結局実現され
ず，本来の第一期は，フリードリヒ二世による，1746年12月の勅令に始まる。
「理性とラント国制
0 0 0 0 0 0 0 0
のみに基づくドイツ一般ラント法を完成し，予の裁可をうけること……，
また，各州の特殊な諸条件は特別に印刷される」（傍点筆者。以下同じ）ことは，大法官ザミュ
エル・フォン・コックツェイによる私法編纂草案を生み出しただけで，彼の死によって中断され
た。そして，1780年４月14日の勅令とともに第二期が始まる。
多少長くなるが，ラント法編纂の目的が支配者にとって何であったかを明確にするため，引用
しておこう。「最後に，法律そのものに関しては，予が思うに，法律の大部分が，これを規範と
して利用すべき人々の理解しがたい言葉で書かれていることは，きわめて不適切であり，同様に
また，確固たる立法者をもつ国家において，法律の不明確さゆえに法学者の冗長な議論の因とな
り，さらにはその法律は慣習がかつてあったか……について冗長な審理の因にならざるをえない
とすれば，それは不合理なことである。したがって，わが国家および臣民の法律すべてが自国語
で草され，厳密に規定され，完全に収集される，という点にとりわけ注意しなければならない。
だが，殆んどすべてのわが州は，その特殊な政治体制，条例，慣習をもち，しかもそれらは相
互に著しく異なっているのだから，各州に固有の法典が集成されるとともに，ある州の諸権利を
他の州のそれから区別する一切のものが記録されねばならない。
ところが，これらの州の条例や慣習は一定の対象に限られており，一般的な法規範も，まして
や完全な法規範も含まず，殆んどすべてのヨーロッパ諸国家の補充法典たるユスティニアス大帝
の法典が，何世紀もの間わが国では採用されていたのだから，この法典を将来も完全に無視する
わけにはいかない。だが，周知のように，このローマ法典の大部分は，個々の事件における法学
者の私見や判決を集めたものに過ぎない……。
したがって，自然法
0 0 0
（ナトゥーア
0 0 0 0 0
・ゲゼッツ
0 0 0 0
）およびそれ［ローマ法］に由来する，今日の政
治体制とともに，本質的なもののみが抽出され，不用のものは放棄され，わが固有のラント法が
適切なところに挿入され，また，裁判官が，州の法律がない場合訴願できる補充的な法典が作成
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されねばならない。」（Conrad: A. a.O. ,S. 14-15 脚注）
そのために，1779年，フォン・フュルストに代わり大法官に任命されたフォン・カルマー（こ
の交代の直接のきっかけとなったのが，有名な製粉屋アーノルト事件である）は，シュレージエ
ン時代の同僚，カール・ゴットリープ・スヴァレツとともにベルリンに赴き，そこでエルンス
ト・フェルディナント・クラインと三人で，法典編纂に着手することとなった（彼らの思想につ
いては，前傾一般ラント法所収の Hans Hattenhauer の序文に簡単な紹介がある）。
民事訴訟法の告示とともに，1784年頃から始まった法典作成は，結局，1791年３月にプロイ
セン国家一般法典（Allgemeines Gesetzbuch für die preussischen Staaten 以下，AGBと略記す
る）として発表された。
しかし，一般法典はフリードリヒ二世によって中絶された。その原因は，ラウフスによれば，
「自らの特権が『平等の法典』によって危険にさらされると見た国王と貴族の反抗」にあった
（Laufs: Entwicklung der Rechtswissenschaft, Westdeutscher Verlag, 1974, S. 127）。つまり，フ
リードリヒ二世は，反動ヴェルナーやダンケルマンの影響下にあるとともに，とりわけフランス
革命を見ていたのである。
スヴァレツ等は，必要な削除（その主要な点は，国王大権禁止条項，法律委員会の検査を経な
い法律を無効とする条項，住民の福祉を国家目的とし，市民の自然権を最大限擁護する条項であ
る。Conrad: Grundlagen, S. 44-46）によって，1791年２月５日，一般ラント法を成立させた。
この法典の主要目次を掲げておく。
第一部
第一章　　　人格とその権利
第二章　　　物とその権利
第三章　　　行為とそれに因る権利
第四章　　　意思表明
第五章　　　契約
　・・・
第七章　　　保管と占有
第八章　　　所有
第九章　　　所有の獲得，特に直接的獲得
第一〇章　　間接的獲得
第一一章　　所有獲得の権限
第二三章　　強制とバン司法
第二部
第一章　　　婚姻
第二章　　　両親と子どもの権利・義務
　・・・
第五章　　　ヘルシャフトとゲジンデの権利・義務
第六章　　　団体（ゲゼルシャフト）,特に職業団体（コルポラツィオン）と自治団体（ゲ
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マイネ）について
　・・・
第七章　　　農民身分
第八章　　　市民身分
第九章　　　貴族の権利・義務
第一〇章　　国家の公僕の権利・義務
第一一章　　教会
第一二章　　学校
第一三章　　国家の権利・義務
第一四章　　国家財政
第一五章　　公共施設
　・・・
第一八章　　後見と補佐
第一九章　　救貧制度
第二〇章　　犯罪と刑罰
およそ19000節からなるこの膨大な法典は，国家法，身分法，レーエン法，教会法，刑法，私法
を含み，旧プロイセン領では1900年に至るまで効力をもっていた。
日本語文献では，石部雅亮『啓蒙的絶対主義の法構造』，有斐閣，1969年が，極めて有益である。
Ⅱ　一般ラント法の理論的基礎―スヴァレツの国家論
一般ラント法の基本思想は，その主要著者であるスヴァレツのそれと統一的に把握されねばなら
ない（１）。とくに国家法成立の論理的前提である自然権―「人類の普遍的権利」（一般ラント法，
第一部，第一章，第一〇条―以下ALR，I，1，§10と略記）―の構成について，一般ラント法
は詳かにしないからである。
スヴァレツによれば，前国家的な自然状態（論理的前提ではあるが，同時に歴史的事実でもあ
る（２） においてすでに，人間は権利（と義務）をもっている。なぜなら，人間の権利は，人間に
等しく備わる「幸福への衝動」によって基礎づけられるからである。人間の幸福は，（1）理性の自
由な発展と意思の自由，（2）肉体的諸力の陶冶と発現，（3）幸福の手段たる物的財貨の獲得，（4）
欲求充足，精神的諸力の陶冶，そして道徳的友宜のために社交性衝動を満足させること，にある。
したがって，自然権は，（1）生命維持の権利，（2）真理探求および意思自由の権利，（3）占有権，
（4）他人と結合する権利，として構成される（３）。そして自然権の自由な行使がそれ自体自然権で
あるように，行使の成果を維持することも自然権の内容をなす。すなわち，自然状態の諸個人は，
先の四自然権を保障する自然権として「強制権（４）」をもつのである。この権利は，諸個人自らが
自らの諸自然権を防衛する権利，物理的力による取戻し権，損害賠償請求権等を包括している。し
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かし，これらの自然権は権利としては
0 0 0 0 0 0
各人に等しく与えられているから（自然的平等（５） ，万人が
自然権を自由に実現することは，ひとつの内的限界によって制約されざるをえない。内的限界とは，
「誰をも侵害せず，各人に彼のものを任せる義務（６）」のことである。
このような自然的権利・義務の世界は，もし人間がその義務を遵守し，「好意（７）」の義務を体現
しているならば，最も幸福かつ自由な世界であろう。しかしながら，「各人が自らの裁判官である
自然状態においては……制限された悟性や感性の優越によって……万人の万人にたいする戦争が不
可避である（８）。」スヴァレツによれば，このような「彼のもの」（つまり自然権に基く全ての活動
と所産，とりわけ意思の自由と所有権）の破壊が，国家結合への道を開く。その媒介が彼の「市民
契約」の理論である。
スヴァレツの自然状態とは，原理的には，完全に自由かつ独立な諸個人ないし家族の寄せ集まり
であって，そこにはいかなる内的紐帯も存在しない（９）。最初の人間集団は，血縁・言語・習俗と
かの謂わば自然生的紐帯によるものであって，この民族の段階から，社会状態へは一つの飛躍があ
る。つまり，「これらの人間が自らの内外の共同防衛を結合の目的としたとき，市民社会と呼ばれ
る（10）」のである（社会契約
0 0 0 0
）。諸個人間の対等契約による市民社会は，論理的にはあの自然権にた
いして原理的変化を惹き起こすものではなく，強制権行使を成員全体の統一的行使に転化するにす
ぎない。
これと区別された国家は，「市民社会〔の成員諸個人〕がその結合力の使用を，共同目的実現の
ために主権ないし主権者に委譲したとき（11）」はじめて成立する（市民契約
0 0 0 0
。〔……〕は筆者の補足）。
市民社会と国家の論理的区別は，その目的の区別にあるのではない。というのは，「全員の結合力
によって個々人の福祉を促進する（12）」点において，両者の目的は同一だからである。スヴァレツ
の意図はむしろ，次の点にある。第一に，国家権力の担い手である主権者の権限を市民契約に求め，
したがって主権者がいかなる場合でも市民社会のサンクションを必要とし，逆に，「〔市民社会の〕
普遍的意思の表現である法律に従ってのみ統治する（13）」のを超えるとき，市民契約は破棄される
こと，を強調する（だから，市民契約の絶対化は神権説，および強者の権利説―スヴァレツによ
れば，ホッブズとマキャヴェリに代表される―の原理的否定を意味する）。第二に，市民契約に
表現された国家目的が，諸個人の自然権に優越する論理を徹底することである。つまり，「国家の
目的は，内外の安寧と安全を維持し，各人にたいして暴力と妨害から彼のものを保護し，力と能力
を陶治する…諸施設を講ずることであ（14）」り，具体的目的は，（1）各人の人格と資産を保護し，
（2）争いを解決し，（3）相互の幸福を促進するため，諸個人の能力（人倫）を函養することである。
全成員の福祉の実現が国家目的であるかぎり，市民社会総体の福祉は個々人の福祉に優るのであっ
て，両者の衝突は必然的に国家目的の優越を正当化する。したがって，この「公共の福祉」は，あ
の自然権を国家維持に必要なかぎりで制限することができる（15）。ここまでのかぎりでは，スヴァ
レツは自然権をできるだけ保護する点を強調する。それは国家優越の論理であっても，絶対化では
ない。しかし，この「公共の福祉」論から，（1）市民諸個人および諸団体にたいする「国家の監督
権（16）」の容認に進み，自然権の発現の様式を制限しうるとすることは，実質的な国家の絶対化を
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意味し，（2）「市民社会に入っても失いえない人類の不可譲権，つまり生命，精神的自由，能力・
力の陶冶の権利」が国家の危急権（法律をも破ることを許される権利）によって否定され，しかも
抵抗権が否定されること（17）は，国家の絶対化を意味する。スヴァレツがこの監督権と危急権を最
小限に留め，かつ極めて厳格に規定することは確かであり，しかもそれがスヴァレツ国家論の主要
な側面であるとしても，少なくともここに絶対君主制との妥協があるとみても誤りないであろう（18）。
次にスヴァレツは，先の国家目的を実現すべき統治状態（これは，市民契約による国家形成と同
時であり，だから統治形態の変更は即国家の解消である）として，民主制，貴族制，制限君主制，
絶対君主制（＝プロイセン国家）を区別し，次のように論ずる（19）。（1）自然的自由の状態に最も
近い民主制は，大衆の激情に左右され，そこから絶えざる革命（20）を惹起する。（2）貴族制は，統
治に関与しない市民の抑圧を生ずる。（3）制限君主制は，主権の境界をめぐる争いを生ずる。（4）
絶対君主制は全権力を主権者に集中し，内外の秩序保持，自由と私的所有の保護，諸利害の統一と
いう点で最も安全である。したがって，絶対君主制こそが，最善の統治形態である。もっとも，ス
ヴァレツは専制化の危険（法律支配の否定）を決して過小評価してはいない。むしろ彼は専制化＝
市民契約の破棄，したがって新しい市民契約（そして国家の成立），という理論を呈示している（21）。
だが，ここでも先の危急権と「公共の福祉」論が影を落としている。この点について，主権者の諸
権利のうち立法権および司法権につき，やや詳細に見てみよう。
主権者の立法権は，市民福祉の実現という目的によって内的に制限されているとともに，法律委
員会の鑑定および身分制議会の意見聴取によって外的に制限されている（22）。スヴァレツ自身は「理
性の府」としての法律委員会を実質的な立法府としようとしているが，それはやはり外的制限にと
どまっている。したがって，内的制限が本質的なのであるが，スヴァレツは立法における内的制限
の実効を，主権者自身の「義務感情（23）」に委ねている。同様に，司法の独立を否定する国王大権
を徹底して排除するスヴァレツは，他方では司法諸機関が主権者の行為を裁くことはできない，と
断言する（24）。したがって，社会契約および市民契約のみに基づく主権者の支配は，実践的には主
権者の自由裁量の放任によって，理論的には危急権と「公共の福祉」論による国家目的の肥大化に
よって，絶対君主制の基本枠を超えて出てはいない。だから，スヴァレツの試みは，その枠内にお
いて可能なかぎり法律の支配を貫徹しようとするものなのである（25）。
この努力―ラウフスも強調する「法治国家的綱領（26）」―を過小評価してはならないし，ま
た確かにスヴァレツの試みは，当時の歴史的状況の下では進歩的傾向の一つを代表してもいる。し
かしながら，その理論が絶対君主制内改革の理論とならざるをえなかった根拠は，当の理論の「外
部」にあった。既に指摘したように，スヴァレツは改革の主体を身分制議会ではなく，啓蒙された
君主と就中スヴァレツら官僚のうちに見出していた。逆に言えば，理性・意思自由の権利の主体
（したがって，同時に国家の主体）であるはずの諸個人は，政治的諸活動の領域には実際には登場
しないのである。市民的自由と政治的自由は完全に分裂する。「市民的自由は，市民社会の成員が
立法に少しも関与しないところでも存在しうる。というのは，市民的自由は，自らの福祉を最善の
洞察にしたがって促進するという個人の自由のみに基づいている。国家に，市民の自由を必要なく
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制限しない善き法律があり，また国家の管理行政に秩序が貫徹し，官吏が法律に反して行動できな
いとすれば，この公正な法律について社会の何百万大衆が投票するしかないかは，大して重要では
ない（27）。」ここに表現された人民大衆にたいする見方が，彼の理論の前提であって，人民は啓蒙さ
れ成熟させられねばならないのである。この見方が理論を貫くことは必然的であった。したがって
スヴァレツの試みは，先のような根本性格をもたざるをえなかったのである。
（1） 一般ラント法の叙述だけでなく，その精神もまたスヴァレツのものである。Vgl.Conrad:
Grundlagen, S. 16, Laufs: Entwicklung, S. 123, Hattenhauer: Einleitung, S. 16-17. スヴァレツか
らの引用はすべて，H. Conrad und G. Kleinheyer （hrsg.）: Vorträge über Recht und Staat von 
Carl Gottlieb Svarez （1746−1798）, Westdeutscher Verlag, 1960（Svarezと略記）に依る。また，
スヴァレツの国家理論については，Kleinheyer: Staat und Bürger im Recht, Ludwig Röhrscheid 
Verlag, 1959 が詳細にして，教示される点が多かった。
（2） 基調としては前者である。「この像〔つまり自然状態〕はたんなる理想であって，実際には決し
て存在しなかったし，また存在しえない。」（Svarez, S. 459）しかし，同時に彼は，歴史的事実
の実証も試みている。Vgl. Svarez, S.6, S. 461.
（3） 以上については，Svarez, S.3f.,S.453−455を参照。「幸福への衝動」による自然権の基礎付けは，
スヴァレツの国家の性格を根本的に規定している。事実による権利の基礎付けはホッブズのもの
で も あ り， ま た「 幸 福 衝 動 」 と い う 規 定 因 は， ヴ ォ ル フ の も の で も あ る。Vgl. Hobbes: 
Leviathan, Chapter 14. Christian Wolff: Vernünftige Gedanken von dem gesellschaftlichen Leben 
der Menschen und insonderheit dem gemeinen Wesen, Neuauflage 1756, S. 4 und Teil Ⅱ.
（4） Svarez, S. 4, S. 455.
（5）  「すべての人間は，本性上相互に平等である。つまり，各人には本性上，自己の幸福を得，促進
するすべてのことをなす権限がある。」だが，この権利としての平等は，実質的な不平等を排除
するものではない。スヴァレツによれば，フランス革命の平等の要求は，この点で誤っている。
「〔権利以外の〕他の点では，すでにこの〔自然〕状態においても洞察力，能力や力の代償の程度
に応じて，生得および獲得した富には無数の段階や区別がある。」（Svarez, S.458-459.）
（6） Svarez， S.4.
（7） 他人の幸福への行動を促進するという好意の義務は，道徳的義務であって，自然法と区別された
道徳および宗教の問題である。Vgl. Svarez. S.5.
（8） Svarez. S.581．スヴァレツがホッブズを読んだのは確実である。そして，ホッブズの国家を専
制と規定し，ルソーを思わせる次の言葉を対置する。「強さは決して権利を与えることはできな
い。……当初簒奪であったものは時の経過のなかで，度重なるサンクションによって実際の権利
となったのである。」（Svarez. S.6−7）
（9） Svarez. S.453．だから，コンラートの「社交性原理が本質的だ」という見解は採らない
（Conrad： Grundlagen, S. 30）。
（10） Svarez. S.141．
（11） Svarez. S.141. 「国家の成立を社会契約および市民契約（＝服従契約）の二段階で構成するモデ
110
ルは，ヴォルフの理論で体系化されている。欲求充足のために他人と結合する自然的義務
0 0
を負う
人間は，家族，ヘルシャフト，家政という結社（ゲゼルシャフト）を形成する。これらの結社と
は，「結合力によって自らの福利を促進する，若干の人格の契約
0 0 0 0 0
にほかならない。」（Wolff: 
Vernünftige Gedanken,§2）しかし，この契約は決して平等な関係の結社をつくるのではない。
むしろ支配＝服従関係をつくる契約なのである。たとえば，ヘル＝クネヒト（主人＝僕）関係は，
労働強制権を発動する関係である（Ebd., §162, §171, §186. ただし，奴隷は原則として認め
られない。Vgl. Ebd., §188）。
これらの結社は，各々「共同の福祉」を目的とするが，基本はハウス（家共同態）であって，
その家長と主権者との契約によって共同体（ゲマインヴェーゼン＝国家）が成立する。「主権者
と〔家長たる〕臣民の間には契約がある。すなわち，主権者はそのすべての力と努力を，共同の
福祉と安全の促進に役立つ手段と考え，それを実現するために必要な諸方策を講ずる，と約束す
る。逆に臣民は，主権者が善とみなすことをすべて自発的になす，と約束する。」（Ebd., §
230）
そして，この契約は，主権者の数に応じて，君主制（私的利益のみを目的とすると，専制に堕
する），貴族制（同じく寡頭制），ポリティー（ペーベル（賎民）が自らの利益のみを求めるとき，
デモクラティー（民主制）となる）という統治形態を生み出すが，ヴォルフは，「共同の福祉の
促進」という目的を実現するには，主権者の「悟性と徳，そして臣民への愛」が不可欠だと考え
る（Vgl. Ebd., §233-236,§242, §246. ）。
確かにヴォルフは，市民Bürgerではなく家長Hausvaterを主体とし，したがって市民社会の範
疇は存在しないけれども，結社と共同体の二段階契約論を展開している（このことは，ヴォルフ
とスヴァレツの理論的差異を隠蔽することでは決してない）。
（12） Svarez. S.８.
（13） Svarez. S.467，S. 9-10.
（14） Svarez. S.603．
（15） つまり，次の自然権は，自然状態同様存立する。（1）市民社会の概念と両立し，法的に禁止され
ない権利（たとえば，職業選択），（2）緊急避難の権利，（3）人類の不可譲権（Svarez. S.582−
585）。スヴァレツは，〔公共の福祉」の濫用を至る所で戒めており，賠償義務も厳格に要求する
（Vgl. Svarez. S.39f., S. 10, S. 604 ）。
（16） Svarez. S.46−47．「監督の権利は，市民社会および成員の安全を侵害するような一切のものを
防止するという国家の義務，また公共の福祉の目的，および，ラントの法律に反する何物も生じ
させないという国家の義務に基づく。」
（17） Svarez. S.586．抵抗権の否定は，強制権の主権者への譲渡によって基礎付けられると思われるが，
スヴァレツは明言しない。国家による精神的自由の否定と，臣民の命令への服従義務は推定でき
る。Vgl. Conrad： Grundlagen,S. 50.
（18） 石部，前掲書，112頁。
（19） Svarez. S.10−12.
（20） 革命を回避し，啓蒙官僚による「徐々の改革」を進めることが，スヴァレツの意図であった。石
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部，前掲書，113−114頁。
（21） Svarez. S.13.
（22） 法律委員会は，（1）当該法律が国家目的および立法の一般原則に適合的か否か，（2）衡平等と
調和するか，（3）既存法体系が侵害されないか，（4）草案の完全性，明晰性，確定性の鑑定に
よって，主権者の正しい立法権行使に資するとともに，大臣の専制に対抗するとされる（Svarez. 
S.16-17）。
その構成は，国王任命の法律専門家と官僚である。法律委員会は，1781年5月の勅書によって
すでに設置されていたが，スヴァレツのそれは，より理念的性格とより大きな権限を含意してい
る。Vgl. Conrad: Grundlagen, S. 72-73.
（23） Svarez. S.477.
（24） 「国王大権は，いかなる権利・義務も生じない。」（Svarez. S.605.）これは，法律のみが支配すべ
きであって，その保障は司法にあるというスヴァレツの基本思想に由来する。Vgl. Svarez. 
S.18f.
だがしかし，司法権は独立の権力ではなく，主権者の有する一権利なのだから，最終的決定権
が主権者に帰することは論を俟たない。総じて，主権者のみが立法，執行，司法の各権利をもつ
のである。Vgl. Svarez. S.603−604.　
（25） このことは，スヴァレツの国家論が，自然法の歴史化，あるいは歴史的自然法
0 0 0 0 0 0
を基礎としている
ことを，別の面から表現している。より正確には，主体なき自然法（つまり，未成熟のブルジョ
ワジー）の歴史化は，当の自然法が歴史的諸規定の総体たる自然法であることを，無自覚的に内
包せざるをえないのである。この論理については，磯村哲「啓蒙期自然法理論の現代的意義」
（『法律時報』，第28巻，第４号・第６号）を参照。
（26） Laufs: Entwicklung, S. 124.
（27） Klein: Freyheit und Eigentum, in: C. Träger（hrsg.）: Die Französische Revolution im Spiegel 
der deutschen Literatur, Reclam Verlag, 1975, S. 852.この発言は，クリトンのものであるが，ク
リトン＝スヴァレツ，クレオン＝クラインという，石部の推定に従う。その理由は，クリトンと
スヴァレツが，フランス革命にたいして批判的で，「徐々に成熟する」改革の道に立っているか
らである。
Ⅲ　一般ラント法における市民社会と国家
国家の目的，国家権力の組織形態等において一般ラント法は，スヴァレツと基本的に
0 0 0 0
一致してい
る。前述のように，一般ラント法の母体とも言うべき1791年の一般法典と比較するとき，確かに
次のような削除条項がある。（1）国王大権がいかなる権利・義務をも生じないこと（AGB,　
Einleitung,§6），（2）法律委員会の審査を経ない法律が無効であること（Ebd.,§12），（3）「国家
の福祉，とりわけその住民の福祉が市民的結合の目的であり，法律の普遍的目的である。」（Ebd.,
112
§77），「国家の法律と命令は，共同の終局目的に必要な範囲を超えて，市民の自然的自由と権利
とを制限してはならない。」（Ebd.,§79）一般ラント法にないこれらの条項は，すでに確認したス
ヴァレツの国家思想を直接表現したものである。したがって，これらを欠落させた一般ラント法が
より一層プロイセン国家の現実に近づき，そのかぎり後退していることは疑いない。だが，一般ラ
ント法もまた自然権から出発し，住民福祉の実現を国家の目的，だから主権者の義務（1）とする以上，
その基本構造において両者は合致している，と結論できるのである。
このことを前提としたうえで，ここでの主要課題は，国家と市民の関係，そして国家における市
民の法的諸関係を明らかにすることである。というのは，国家論の性格は，これらの点を解明する
ことによって，鮮明に示されると考えられるからである。
社会契約―市民契約によって，成立した国家は，「国家成員の共同福祉」（ALR,　Einleitung, §
74）の実現を目的とし，また本質としている。したがって，国家成員にとって国家は，ひとつの
共同存在―これを媒介として成員自らの福祉を実現するもの―として構想される。国家の権利
はすべて主権者に統合されているのだから，次の規定は必然的である。「〔国家〕目的を達成するの
に必要ないっさいの特権と権利が，国家の長に与えられる。」（ALR,Ⅱ,13, §4）この主権者の権利
が成員諸個人の権利に優越すること，したがって両者の衝突が後者の否定をもたらすこと，これら
は論を俟たないであろう。このことを逆に言えば，「国家の各成員はその身分や資産に応じて，
共
ゲマインヴェーゼン
同 体 の福祉と安全を支持する義務を負う」（ALR, Einleitung, §73），ということになる。
一般的に言えば，以上の国家―成員関係の内的編成は，一般ラント法においては市民社会の法的
関係として，あるいは「市民の諸権利」（ALR,Ⅰ,１, §12）の体系として構成される。
一般ラント法の市民社会概念は，人格と私的所有の権利主体である平等な市民の結合関係のみを
表現してはいない。たしかに，契約思想を理論的前提とするかぎり，この関係は（後述するよう
に）一般ラント法にも一般的前提として存在する。だが，一般ラント法の市民社会はむしろ身分関
係を基礎とした諸団体の結合体なのである。「市民社会は，自然ないし法律によって，あるいは同
時に両者によって結合された，比較的小さな多数の 団
ゲゼルシャフト
体 および身分から構成される。」（ALR,Ⅰ, 
１,§2）度々指摘されるこの自然権と身分制との「矛盾（2）」は，およそつぎのような一体系として
まとまっている。
一般ラント法によれば，市民社会成員としての「人格（3）」が，あらゆる権利の主体である。そし
てさしあたり，成員の享受しうる権利は，彼が人格（=国家の中にいる人間）であるかぎり有する
「普遍的権利」（ALR,　Einleitung,§83）と，成員の出生，身分，行為によって生ずる「特殊的権
利」（Ebd., §82, §84）であるが，前者が市民社会における自然権
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
の規定である（もちろん実定法
で禁止されない行為は許されている），と言うことができる。それらはまず何よりも意思の自由の
権利を理論的出発点とする。何人も自発的に，また強制的に他人の意思に従属することはできない
し，それはいかなる拘束力も生じない（ALR,Ⅰ,６,§9,§13,§31）。同時に，とくに良心の自由が
絶対的に留保されることは，一般的には国家の権利の内的制限を意味する（4）。しかしながら，この
規定を無条件に承認することはできない。第一に，一般ラント法はプロイセン絶対主義の法律によ
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る一般的宣言であり（もちろん，これを一般的宣言にすぎない，と解するのは誤りであって，この
規定が国家法で表現されることの画期的意義は承認されねばならない），その現実化の度合と範囲
が考慮されねばならない（後述）。第二に，より重要なことだが，スヴァレツにおいて意思の自由
が必ずしも現実的な出発点となっていないことがある。すなわち，クレオン＝クラインが，「思惟
の自由（5）」を根本原理として，所有と享受の自由よりも行動と獲得の自由を求め，所有の自由を攻
撃したフランス革命における人格的自由の発言を全面的に擁護するのにたいして，クリトン=スヴ
ァレツは，「市民社会の目的は所有の維持である（6）」という根本原理から，「たしかに思惟の自由は
万人から奪取されえない。だから思惟の自由の下に理解されうるのは，自らの考えを伝えたり，書
物にする自由だけだ。もしそうなら，思惟の自由は占有し享受し獲得する自由に含まれている（7）」，
と主張する。スヴァレツは思惟の自由を徹底して内面的に捉え，クラインのように市民的自由およ
び政治的自由として捉えてはいない。むしろ，彼の問題は，当初から所有の問題として提出されて
いる。したがって，スヴァレツと一般ラント法の良心の自由を額面通りに受容することはできない。
一般ラント法（とスヴァレツ）は，こうして（私的）所有の権利を最重要の権利として構成する。
一般ラント法は，物件を占有し，使用し，放棄（処分）する権利という完全な所有権をはっきり認
める（ALR,Ⅰ,8,§9）。そしてこの私的所有権の諸規定が占有に始まって，所有権の要件（権原と
占有獲得）に至るまで詳細に展開されていることは，たしかに一般ラント法の進歩的性格を表現し
ていると言ってよい。
だが，この人格と私的所有の権利とは，市民社会の中で自由に運動できるわけではない。そこに
は国家による監督および身分制が介在している。すなわち，前者に関しては様々な社会団体の可否
を公共の福祉論によって判定する国家の権利がある（ALR,Ⅱ,６,§1-3）。とくに特権を付与された
団体，つまりコルポラツィオンが，その認可，廃棄はもちろん，その約定，加入者許可，共有不動
産処分権に至るまで，ことごとく関係当局の監督下にあることは，現実には自由な商工業を統制す
る（逆に言えば，国家的政策に従属する）ことを意味する（Ebd., §22-83）。
後者に関しては，一般ラント法における市民社会の基本構造として，したがってまた私的所有権
の身分的編制として殊に注目しなければならない。身分別は，出生および職業の二要因によって規
定され（ALR,Ⅰ,１, §6），農民身分，市民身分，貴族身分の三身分からなり，その他に国家の公
務員身分がさらに区別される。
「農耕と農業の直接経営に従事する，農村の全住民のうち，貴族身分，官吏を除く者（ALR,Ⅱ,
７, §1）からなる農民身分は，」職業選択の自由の制限（Ebd., §2），生産物商品化の制限（Ebd., 
§11），国家への天役義務（Ebd., §13），土地売買の原則的禁止（Ebd., §14-15），等によって規
制されるとともに，農村土地占有者からなる農村共同体もコルポラツィオンのひとつとして当局の
監督下にあり，たとえば共有地や権利の譲渡は管轄裁判所の同意を必要とするのである（Ebd., §
35）。さらにこの農村共同体を支えるものとしてグーツヘルシャフト関係を看過することができな
い（Ebd., §47-49）。一般ラント法は，「貴族所領の占有者のみが奴僕をもらうる」（Ebd., §91）
と規定し，貴族身分を除く二身分に奴僕化を「許容する。」グーツヘルは奴僕を養う義務を負い
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（Ebd., §122-124），奴僕は土地緊縛以外では「自由な市民」（Ebd., §147）であり，したがって私
的所有権をももつことができるけれども，奴僕は忠誠・尊敬・服従の義務，夫役・納税の義務を負
うのみならず，原則的に世襲奴僕制（Ebd., §171）であり，その占有物を自由に交換・譲渡する
こともできず（Ebd., §247），結婚もグーツヘルの同意を必要とし（Ebd., §161），グーツヘルは
奴僕にたいする刑罰権をもっている。たしかに一般ラント法は「人格的奴僕制」（Ebd., §148）を
否定しており，現状の悪化を阻止しようとしてはいるが，その内実はグーツヘルの恣意的支配を法
的に固定化することに他ならなかったのである（８）。
では，人格と私的所有の自由を体現すべき市民身分を一般ラント法はどのように規定するか？
「その生まれが貴族でも農民身分でも…ない住民」（ALR,Ⅱ,8, §1）という消極的
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規定が一般ラン
ト法における市民の地位を暗示している。つまり身分としての市民は第二次的なのである。その市
民身分のなかで中核は，市民権をもつ都市住民（Ebd., §2）であって，これが，特権等によって
都市裁判所に服さない除外者と，この二者以外の都市住民たる居留民と合わせて市民身分をなして
いる。一般ラント法が本来の市民と規定する者は，市民権―「都市共同体成員に国家から
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賦与さ
れた特権および権原の総体（9）」（Ebd., §13）―を獲得してはじめて，市民的営業（自然産物の
加工・商業）に従事することができる（Ebd., §18, §60, §86）。このような市民のコルポラツィ
オンであるツンフトは，すべてのコルポラツィオンがそうであったように，ラント君主によって認
可されなければならず（Ebd., §182），工場もまたそうである（Ebd., §410, §407）。そのツンフ
ト規制が強力かつ広範にわたり，営業の自由と対立することは容易に看てとれる（Vgl.Ebd., §
224）。
確かに，都市においては市民の自治制度が国家から許されている。すなわち，市民権をもつ市民
による都市共同体の諸権利である（Ebd., §87）。都市の共同事務を自主的に遂行できる都市権は，
ツンフトや他のコルポラツィオンの代表者によって行使され，また全市民の義務として強制される
市参事会の活動も，この都市共同体の同意を必要とする（Ebd., §36）し，原則として後者の選挙
によって参事会は成立するのである（Ebd., §119-121）。しかしながら，この都市自治制度は，内
的にはツンフト制によって，外的には国家の監督権（都市共同体条例はラント裁判所の審査を受け，
市財政は国家によって調査される等々）によって，およそ市民の自由な自治制度とは到底認められ
ないものなのである（Vgl.,Ebd., §116, §149-150）。したがって，一般ラント法の市民および都市
像は，決して第一部の人格および私的所有の権利の具体化ではなく
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，それを規制する前近代的権
利・義務の追認にほかならない。
このことは，「国家における第一身分としての貴族」（ALR,Ⅱ,９, §1）論において如実に示され
ている。つまり一般ラント法の国家は，何よりも貴族身分（グーツヘル!）によって支えられてお
り，逆に貴族身分の第一の義務は，「国家の対外的尊厳と内的体制を支持する義務」（A.a.O.）なの
である。だから，貴族（一般ラント法は，出生ないしラント君主授与による世襲貴族のみを認める。
Ebd., §2, §9）身分は様々な経済的・社会的等の特権を許されている。（1）貴族所領の排他的占
有権（Ebd., §37），したがって市民身分による所領占有には特別の許可が必要であり（Ebd., §
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51），所領占有の市民が他の市民に譲渡する時も許可を得なければならない（Ebd., §60）。（2）貴
族のみが，「所領の家族信託遺贈を設定でき」（Ebd., §40），（3）裁判特権の他に狩猟権等をも有
する（Ebd., §41-43）。（4）土地経営を促進するために，貴族は原則として市民的生業を営んでは
ならず（Ebd., §41-43），ギルドと結びつかない大経営のみが許される。
大略以上の身分制的市民社会の秩序は，農業経営の安定化を基礎とする，現実のプロイセン「近
代化」政策の法的表現であって，そこでは近代市民法の原理は，従属的な契機
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として組み込まれて
いる。もちろん従属的とはいえ，その第一部，とくに人格と私的所有の権利が一般法であり，第二
部が特殊法であるかぎり，その契機はひとつの発展方向を指し示してはいる（10）。しかし，一般ラ
ント法全体の構成を見るとき，その契機は一つの契機にすぎない。
この市民社会秩序の維持・促進は，究極的には市民契約による主権者（国家の長）であったが，
直接には軍人を含む国家の官吏である（ALR,Ⅱ,Ⅹ, §1）。一般ラント法はスヴァレツ同様，国家
の権利をいかなる市民社会身分にも公開していない。国家成員の政治的自由は，国家の長の義務と，
そして国家官吏の指名によって代替される。そこにブルジョワジーの未成熟と君主制原理の伝統と
を背景にして，国家福祉を一人担うと自負したプロイセン官僚，とくに司法官僚の姿を看取できる
であろう（11）。いずれにせよ，一般ラント法は，公開能力試験制を通じた国家官吏制度によって，
あの国家目的を達成しうると考えたのである（Ebd., §70～）。この意味で一般ラント法の国家が
啓蒙官僚制国家の性格をもつことは明らかである（12）。
（1） ALR, Einleitung, §83, ALR, Ⅱ，８，Einleitung, §1−5。住民福祉については，救貧制度によ
る「市民の生計と扶養の配慮」（ALR, Einleitung, §83）という国家の義務規定にまで進んでい
ることに注意しなければならない。というのは，この規定は，スヴァレツのポリツァイ論の一部
であり，そこのこのような福祉国家論の後進性（つまり，18世紀末ドイツにおける福祉国家的
救貧制度は，市民社会の自由な発展をみないことの一所産でもある）を看取できるからである。
スヴァレツによれば，「国家の主要目的は各同胞市民に，彼のものの占有と享受のできるかぎり
の安全」（Svarez. S.37.）であるから，この実現のために国家のポリツァイは，（1）犯罪防止，
（2）災害防止・救助，（3）市民としての義務を陶冶すること，（4）救貧制度という任務を果た
さねばならない（Svarez. S.38.）。だが，スヴァレツの場合に最重要課題の犯罪防止は，救貧制
度と密接に結びついている。というのは，「たいていの犯罪の主要原因は，疑いもなく怠惰と，
そこから生まれる貧困であり」，「したがって，ポリツァイは・・・このような人間階級に向かう
のである（Svarez. S.490.）。」だから，救貧制度，就業の場を設けること，労働場設置が必要と
なる。しかし，スヴァレツは，貧困の原因を怠惰のみに帰するのではなく，「営業の繁栄に敵対
し，力や努力では片付けることのできない〔市民社会の〕一定の普遍的障害」にも求めている
（Svarez. S.37.）。確かに彼は，これを指摘するのみで，その論理を展開してはいない。いずれに
せよ，スヴァレツも一般ラント法もこの水準で貧困問題を考え，それを福祉国家論のなかに組み
込んだのである。
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（2） Vgl. Reinhart Koselleck: Staat und Gesellschaft  im Preussen 1815-1848, in: Werner Conze: Staat 
und Gesellschaft im deutschen Vormärz 1815-1848, Ernst Klett Verlag, 1962, S. 80f.
（3） 一般ラント法は，人格概念を広義かつ普遍的に解釈し，従って，人間とほぼ同義である。たとえ
ば，人格としての男女平等（Ebd., §24 ）。
（4） 「国家の各住民には，完全な
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信仰・良心の自由が承認されねばならない。」（ALR, Ⅱ，８，§2）
（5） Klein: Freyheit und Eigentum, S. 844.
（6） Ebd., S. 842.
（7） Ebd., S. 844.
（8） このことは，一般ラント法の補充法的性格に表現されている。「一般法典は，国家住民の権利・
義務が〔州等の〕特殊な法律によって規定されていないかぎりで，本法典に従って住民の権利・
義務が判定去るべき諸規定を含む（ALR, Einleitung, §1）。すなわち，一般ラント法の諸規定は，
州法や慣習法（これらは非常な差異をもっていた）に規定のある場合，その第一次的効力を前提
している（だから，一般ラント法編纂と同時に，州法典編纂も命令されたのである）。
（9） 市民権獲得は，後述する諸権利の取得であると同時に，もろもろの義務を引き受けることでもあ
った。一般ラント法は，無報酬の役職引き受け義務（ALR, Ⅱ，８，§29-32），危急時の奉仕義
務（Ebd., §33），賦課（Ebd., §36-37）等を規定している。
（10） 石部，前掲書，153−157頁。
（11） プロイセン司法官僚の具体的分析については，上山安敏『ドイツ官僚制成立史論』，有斐閣，
1964年，第7章を参照。
（12） コゼレックによれば，スヴァレツの目標は身分制と社会的法治国家の「中間の道」であったが，
現実には「第三の道，つまり，プロイセン官僚国家」となった。Vgl. Reinhart Koselleck: Staat 
und Gesellschaft, S. 84.だが，スヴァレツも一般ラント法も，官僚制国家の思想をすでに組み込
んでいたと結論できよう。というのは，よりいっそう立憲制を志向するクラインにたいして，ス
ヴァレツは，フランス革命における「統治形態の急激な変革」を批判し，啓蒙された
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民衆と君主
を目標実現の主体としており，その啓蒙する主体は，当然スヴァレツのうちに留保されていなけ
れ ば な ら な い こ と に な る か ら で あ る。Vgl. Klein: Freyheit und Eigentum, S. 841-842, S. 
853-855.
